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１．優先的検討指針策定の背景 

○ 厳しい財政状況、⼈⼝減少の中で、我が国の⽣活インフラを効率的に整備・運営し
ていくことが必要。 
○ 新たな事業機会の創出や⺠間投資の喚起による経済成⻑を実現していくことが必要。

（１）課題

（２）対応

公共施設等の整備等の⽅針を検討するに当たって、多様なPPP/PFI⼿法の導⼊
が適切かどうかを、⾃ら公共施設等の整備等を⾏う従来型⼿法に優先して検討
する仕組みを導⼊ 

○ 公共施設等の整備等に⺠間の資⾦、経営能⼒及び技術的能⼒を活⽤してい
くことが重要。 
○ 多様なPPP/PFI⼿法を拡⼤することが必要。

PPP／PFI⼿法導⼊を優先的に検討する仕組みを構築した各省庁及び⼈⼝20万⼈以上
の地⽅公共団体（181団体）等の数を2016年度末までに100％
（経済・財政再⽣アクション・プログラム（平成27年1 2⽉24⽇経済財政諮問会議））

（３）⽬標 
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２．優先的検討プロセスの全体像

【対象事業主体】
・国、地⽅公共団体、公共法⼈（独法、公社等）

【対象施設】
・公共施設等（例えば空港、上下⽔道等の利⽤料⾦が発⽣する施設や庁舎、宿舎、公営住宅、学校等
を含む。）

【対象事業】
・整備等（例えば新規建設、改修のみならず、運営、維持管理を含む。）

対象 対象外 検討対象外

①ＰＰＰ／ＰＦＩ⼿法導⼊の検討の開始

②対象事業

③適切なＰＰＰ／ＰＦＩ⼿法の選択
左記以外

事業実績に照らし、 PPP/PFI不採⽤採⽤⼿法の導⼊が

④簡易な定量評価
不利有利 評価結果公表

適切である場合

PPP/PFI不採⽤有利 評価結果公表

⑤詳細な定量評価

⑥ＰＰＰ／ＰＦＩ⼿法を導⼊

不利
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（参考）指針の周知プロセス

平成27年11⽉19⽇ PFI推進委員会（有識者会議）【調査審議】

平成27年12⽉15⽇ PFI推進会議（総理⼤⾂を会⻑とする全閣僚の会議）【決定】

平成27年12⽉15⽇ 内閣府から各省庁に通知・要請
通知・要請
（12⽉15⽇）

地⽅公共団体

内閣府・総務省
（総務省と連携） その他省庁（国⼟交通省等）

各省庁

通知・要請
（12⽉17⽇）

地⽅公共団体
（所管事業担当部署）

地⽅公共団体
（独法、特殊法⼈等）

通知 通知・要請

通知・要請

内閣府・総務省
の⽂書を添付 

所管公共法⼈
（公社等） 7 
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３．優先的検討の指針、手引、ひな形について 

○ 優先的検討規程を策定する際に拠るべき準則として政府が定めたもの。 
○ 主に次に掲げる３要件について明記した優先的検討規程を策定することとしている。 
① 明確に定めた対象事業について優先的検討を⾏うこと 
② 客観的な基準によりPPP/PFI⼿法導⼊の適否を評価すること 
③ 評価の結果、PPP/PFI⼿法導⼊に適しないとした場合は、その評価内容を公表すること

（１）優先的検討指針（平成27年12⽉15⽇）【政府が策定】 

○ 地⽅公共団体（主に⼈⼝20万⼈以上）、各省各庁、公共法⼈（独法、特殊法⼈、公社等）が
策定（参考資料参照）。 
○ 優先的検討指針に基づき、PPP/PFI⼿法を優先的に導⼊するためのプロセス等を規定。

（２）優先的検討規程（平成28年度中に策定）【各地⽅公共団体等が策定】

地⽅公共団体が円滑に優先的検討規程を策定する際に参考となるものとして内閣府が作成した
もの。次に掲げるもので構成。 
① 指針とその解説 
② 優先的検討規程のひな形 
③ 簡易な検討の計算表（費⽤総額⽐較を⾃動で計算できるエクセル形式のワークシート）

（３）優先的検討規程策定の⼿引（平成28年3⽉17⽇）【内閣府が策定】

地⽅公共団体が円滑に優先的検討規程を運⽤する際に参考となるものとして内閣府が作成する
もの。平成28年度中に策定予定。

（４）優先的検討規程運⽤の⼿引（平成28年度中策定予定）【内閣府が策定】

各事業の特性を踏まえた優先的検討規程を策定できるよう、事業所管⼤⾂が作成することがで
きるもの。対象事業、適切なPPP/PFI⼿法の選択、簡易な検討等について解説。

（５）ガイドライン【事業所管⼤⾂が策定】 
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４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（１） 優先的検討の開始時期

優先的検討の開始時期 

① 新たに公共施設等の整備等を⾏うために基本構想、基本計画等を策定する場合 
② 公共施設等の運営等の⾒直しを⾏うとき 
③ 公営企業の経営の効率化に関する取組を検討するとき 
④ 国公有地の未利⽤資産等の有効活⽤を検討するとき 
⑤ 公共施設等の集約化⼜は複合化等を検討するとき 
⑥ 公共施設等総合管理計画、「インフラ⻑寿命化基本計画」（平成25年11⽉29⽇
インフラ⽼朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定）Ⅳの「⾏動計画」（イ
ンフラ⻑寿命化計画）の策定⼜は改定を⾏うとき
⑦ 「インフラ⻑寿命化基本計画」Ⅳの「個別施設計画」の策定⼜は改定を⾏うとき 
⑧ 「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年８⽉29⽇総務省⾃
治財政局通知）第２の「経営戦略」の策定⼜は改定を⾏うとき 
⑨ 「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」（平成26年12⽉27⽇閣議決定）Ⅱ２
（３）の「地⽅版総合戦略」の策定⼜は改定を⾏うとき

公共施設等の整備・運営の⽅針を検討する時期

具体的なタイミング例

※なお、例えば、既に公共施設整備事業に着⼿している場合など、公共施設等の整備等を⾏う⼿法が決定している場合（従来⼿法によ
り実施する⽅針が決定している場合を含みます。）は、再度、当該事業について優先的検討を実施していただく必要はありません。 11 
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４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（２） 対象事業

対象事業は、次の①及び②の両⽅を満たすもの 

① ⺠間事業者の資⾦、経営能⼒及び技術的能⼒を活⽤する効果が期待できる公共施
設整備事業※
ア 建築物⼜はプラントの整備・運営に関する事業

・建築物の例：⽂教施設、医療施設、斎場、複合施設、社会福祉施設、観光施設、警察施設、宿舎、事務庁舎等
・プラントの例：廃棄物処理施設、⽔道浄⽔場、下⽔汚泥有効利⽤施設、発電施設等

イ 利⽤料⾦の徴収を⾏う公共施設の整備・運営に関する事業
・利⽤料⾦の徴収を⾏う公共施設の例：空港、⽔道、下⽔道等 

② 次のいずれかの事業費基準を満たす公共施設整備事業
ア 事業費の総額が10億円以上
イ 単年度の運営費が１億円以上

対象事業

⼿引事項

⼿引事項

指針事項

次の①〜③のいずれかの事業は、優先的検討の対象外 

① 既にPPP/PFI⼿法、市場化テストの導⼊が前提とされている事業
② ⺠間事業者が実施することが法的に制限されている事業 
③ 災害復旧事業等、緊急に実施する必要がある事業

対象事業の例外

指針事項

指針事項

指針事項

※指針において、資⾦調達に要するコストの差異のみで⺠間資⾦・能⼒活⽤基準の適合性を判断するべきではないとしていることに留意することが必
要。これは、PPP/PFI⼿法の資⾦調達コストが従来型⼿法のそれよりも⾼い場合（例えばPFI事業者が⾦融機関から資⾦を調達する場合の利払い費が、
地⽅公共団体が独⾃に資⾦を調達する場合の利払い費よりも⾼い場合）でも、事業全体の費⽤でみればコスト削減が期待できる場合もあるため。 
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15 

４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（３） 適切なPPP/PFI手法の選択（絞り込み）①

公共施設等の建設、維持管理、運営等を⾏政と⺠間が連携して⾏うことにより、⺠間の創意⼯
夫等を活⽤し、財政資⾦の効率的使⽤や⾏政の効率化等を図るもの。PFIはその⼀類型。
PPP/PFI⼿法は、次の①〜③の特徴を有する。
① 従来の官⺠の役割分担を⾒直し、⺠間事業者の役割を⼤幅に拡⼤し、その主体性を幅広く
認めるものであること 
② 協定等に基づき官⺠双⽅がリスクを分担すること 
③ ⺠間事業者が事業実施に当たり相当程度の裁量を有し、創意⼯夫を活かすことで、事業の
効率化やサービスの向上を図れること

PPPとは

PPP/PFI⼿法とは
イ ⺠間事業者が公共施設
等の運営等を担う⼿法

公共施設等運営権⽅式
指定管理者制度
包括的⺠間委託
O（運営等Operate）⽅式 等

ロ ⺠間事業者が公共施設
等の設計、建設⼜は製造
及び運営等を担う⼿法

BTO⽅式（建設Build-移転T ransfer-運営等Oper ate）
BOT⽅式（建設Build-運営等Oper ate-移転T ransfer）
BOO⽅式（建設Build-所有Own-運営等Operate）
DBO⽅式（設計Design-建設Build-運営等Operate）
RO⽅式（改修Rehabilitate-運営等Oper ate） 
ESCO 等

ハ ⺠間事業者が公共施設
等の設計及び建設⼜は製
造を担う⼿法

BT⽅式（建設Build-移転T ransfer）（⺠間建設買取⽅式）
⺠間建設借上⽅式及び特定建築者制度等（市街地再開発事業の特
定建築者制度、特定業務代⾏制度及び特定事業参加者制度並びに
⼟地区画整理事業の業務代⾏⽅式） 等 



４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（３） 適切なPPP/PFI手法の選択（絞り込み）②

簡易な検討を実施する対象となるPPP/PFI⼿法を絞り込む。例えば下記のフローチャートを活⽤
することが考えられる。

検討対象となるPPP/PFI⼿法の絞り込み 
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４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（３） 適切なPPP/PFI手法の選択（絞り込み）③

同種の過去の実績（他⾃治体のものを含む。）に照らし、PPP/PFI⼿法の導⼊が適切
と認められる場合は、評価の実施を省略し、当該PPP/PFI⼿法の採⽤が可能。

評価を経ずに⾏うPPP/PFI⼿法導⼊の決定

例えば、次の①及び②の両⽅を満たす場合に簡易・詳細な検討の両⽅を省略。 

① PPP/PFI⼿法の導⼊により、品質確保に留意しつつ、新たな事業機会の創出や⺠
間投資の喚起、費⽤の削減⼜は収⼊の増加につながった実績があること 

② PPP/PFI⼿法の導⼊に当たって導⼊可能性調査を実施しないことが通例
→①及び②の両⽅を満たす例：指定管理者制度

簡易な検討及び詳細な検討の両⽅を省略する場合

例えば、次の①⼜は②のいずれかに該当する場合に簡易な検討を省略。 

① PPP/PFI⼿法の導⼊により、品質確保に留意しつつ、新たな事業機会の創出や⺠
間投資の喚起、費⽤の削減⼜は収⼊の増加につながった実績があり、かつ、
PPP/PFI⼿法の導⼊に当たって導⼊可能性調査を実施することが通例であること
→①を満たす例：「地⽅公共団体向けサービス購⼊型PFI事業実施⼿続簡易化マニュアル」※の対象である事業（施設整備業
務の⽐重の⼤きい事業⼜は運営等の業務内容が定型的な事業）におけるBTO⽅式 

② ⺠間提案がある場合であって、客観的な評価により導⼊が有利とされている
PPP/PFI⼿法

簡易な検討のみ省略する場合（詳細な検討は実施） 

※ http://www8.cao.go.jp/pfi/tetsudukikanika-manual.pdf 17 



１．優先的検討指針策定の背景

２．優先的検討プロセスの全体像

３．優先的検討の指針、⼿引、ひな形について

４．優先的検討プロセスの具体的な内容
（１） 優先的検討の開始時期
（２） 対象事業
（３） 適切なPPP/PFI⼿法の選択（絞り込み）
（４） 簡易な検討
（５） 詳細な検討
（６） 評価結果の公表

５．PPP/PFI⼿法導⼊の拡⼤に資する取組

６．国によるフォローアップ、⽀援措置

７．参考資料 
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４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（４） 簡易な検討①（趣旨）

簡易な検討を実施する趣旨

この段階で、明らかにPPP/PFI⼿法導⼊の⾒込みがない公共施設整備
事業についてPPP/PFI⼿法を導⼊しないこととすることができ、無⽤な
調査に要する費⽤を削減することが可能となる。

簡易な検討とは、専⾨的な外部コンサルタントに委託せずに、地⽅公
共団体等の職員等が庁内で、候補とされたPPP/PFI⼿法の適否を検討す
る段階。 

19 



  

４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（４） 簡易な検討②（各PPP/PFI手法の費用項目）

費⽤総額⽐較で考慮すべき費⽤項⽬
フローチャート等で絞り込みを⾏った結果、簡易な検討を⾏う対象となったPPP／PFI⼿法につ
いて、費⽤総額⽐較を⾏う。その際に考慮すべき費⽤項⽬は以下のとおり。
【例：B TO⼿法の場合】従来型⼿法の費⽤（PSC※１）及びB TO⼿法の双⽅で、整備費、運営費、利⽤料⾦収⼊、資⾦調達費⽤を
計上。B TO⼿法のみ調査費、税⾦、⺠間事業者の利益を計上（従来型⼿法については計上の必要なし）。

※１ PSC : Public Sector Comparatorの略。公共が⾃ら実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の⾒込額の現在価値をいう。ここでは従来型⼿法の費⽤等をさす。 

④ 公共施設等運営権・O
① BTO・ BOT・ BOO・ RO ② DBO ③ BT 方式・指定管理者制度・

包括的民間委託 

PSC PPP/ 
PFI 

PSC PPP/ 
PFI 

PSC PPP/ 
PFI 

PSC PPP/ 
PFI

公共施設等の整備等(運
営等を除く。)の費用 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ─ ─

公共施設等の運営等の
費用 

○ ○ ○ ○ ─ ─ ○ ○

事案による 事案による

利用料金収入 事案による 事案による 事案による 事案による ─ ─
（公共施設等運営

権方式の場合必

（公共施設等運営

権方式の場合必

須） 須）

資金調達に要する費用 ○ ○ ○
(官が調達) 

○
(官が調達) 

○
(官が調達) 

○
(官が調達) 

─ ─

調査に要する費用 ─ ○ ─ ○ ─ ○ ─ ※

税金(SPCに係るもの) ─ ○ ─ ○ ─ ─ ─ ※

民間事業者の適正な利
益及び配当(税引後損 ─ ○ ─ ○ ─ ─ ─ ※
益)(SPCに係るもの) 

※ 公共施設等運営権⽅式及びO⽅式の場合は計上することが必要な費⽤の要素 
20 



採⽤⼿法の
費⽤等

従来型⼿法の
費⽤等
（PSC）

４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（４） 簡易な検討③（VFMの考え方）

VFMの考え⽅
簡易な検討の計算表を活⽤して、従来型⼿法の費⽤等（PSC）とPPP/PFI⼿法の費⽤
等を⽐較。

費

⽤
採⽤⼿法の
費⽤等 

VFM

従来型⼿法の
費⽤等
（PSC）

従来型⼿法の費⽤等（PSC）と⽐較
する採⽤⼿法は、
①BTO・BOT・BOO・RO 
②DBO 
③BT
④公共施設等運営権・O⽅式・指定
管理者制度・包括的⺠間委託
の4⼿法。 

（従来型⼿法で実施） （採⽤⼿法で実施）
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公共施設等の
整備等の費⽤

税⾦

資⾦調達に要する費⽤
（官が調達）

調査に要する費⽤

⺠間事業者の利益及び配当

公共施設等の
運営等の費⽤

公共施設等の
整備等の費⽤

資⾦調達に要する費⽤
（⺠が調達）
公共施設等の
運営等の費⽤

４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（４） 簡易な検討④（BTO方式等の場合のVFMの考え方）

⽐較対象が「①B TO・BO T・BOO・RO」である場合 

○ 公共施設等の整備等の費⽤、公共施設等の運営等の費⽤、資⾦調達に要する費⽤
（事案による。）、利⽤料⾦収⼊を⽐較。 

○ 利⽤料⾦収⼊の向上は、VFMの増加に貢献。

（従来型⼿法で実施） （採⽤⼿法で実施）

（事案により両⼿法の利⽤料⾦収⼊の差も考慮）

採⽤⼿法特有の費⽤
（従来型⼿法には無い費⽤）

税⾦

資⾦調達に要する費⽤
（官が調達）

調査に要する費⽤

⺠間事業者の利益及び配当 

VFM

公共施設等の
運営等の費⽤ 資⾦調達に要する費⽤

（⺠が調達）

費

⽤

収

⼊

公共施設等の
整備等の費⽤ 公共施設等の

整備等の費⽤

公共施設等の
運営等の費⽤

利⽤料⾦収⼊（事案による） 利⽤料⾦収⼊（事案による）
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公共施設等の
整備等の費⽤

税⾦

資⾦調達に要する費⽤
（官が調達）

調査に要する費⽤

⺠間事業者の利益及び配当

公共施設等の
運営等の費⽤

公共施設等の
整備等の費⽤

資⾦調達に要する費⽤
（官が調達）

公共施設等の
運営等の費⽤

４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（４） 簡易な検討⑤（DBO方式の場合のVFMの考え方）

⽐較対象が「②DBO」である場合 

○ 公共施設等の整備等の費⽤、公共施設等の運営等の費⽤、資⾦調達に要する費⽤
（事案による。）、利⽤料⾦収⼊を⽐較。 

○ 利⽤料⾦収⼊の向上は、VFMの増加に貢献。

（従来型⼿法で実施） （採⽤⼿法で実施）

（事案により両⼿法の利⽤料⾦収⼊の差も考慮） 

採⽤⼿法特有の費⽤
（従来型⼿法には無い費⽤）

公共施設等の
整備等の費⽤

税⾦

資⾦調達に要する費⽤
（官が調達）

調査に要する費⽤

⺠間事業者の利益及び配当 

VFM

公共施設等の
運営等の費⽤

公共施設等の
整備等の費⽤

資⾦調達に要する費⽤
（官が調達）

公共施設等の
運営等の費⽤

費

⽤

収

⼊
利⽤料⾦収⼊（事案による） 利⽤料⾦収⼊（事案による）
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公共施設等の
整備等の費⽤

調査に要する費⽤

公共施設等の
整備等の費⽤

資⾦調達に要する費⽤
（官が調達）

資⾦調達に要する費⽤
（官が調達）

４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（４） 簡易な検討⑥（BT方式の場合のVFMの考え方）

⽐較対象が「③BT」である場合 

○ 公共施設等の整備等の費⽤、資⾦調達に要する費⽤を⽐較。 

費

⽤

（従来型⼿法で実施） （採⽤⼿法で実施）

公共施設等の
整備等の費⽤

VFM資⾦調達に要する費⽤
（官が調達） 採⽤⼿法特有の費⽤

（従来型⼿法には無い費⽤）
調査に要する費⽤ 

資⾦調達に要する費⽤
（官が調達）

公共施設等の
整備等の費⽤
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税⾦
調査に要する費⽤

⺠間事業者の利益及び配当

公共施設等の
運営等の費⽤

公共施設等の
運営等の費⽤

４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（４） 簡易な検討⑦（指定管理者制度の場合のVFMの考え方）

⽐較対象が「④公共施設等運営権・O⽅式・指定管理者制度・包括的⺠間委
託」である場合 
○ 公共施設等の運営等の費⽤、利⽤料⾦収⼊（事案による。）を⽐較します。 

○ 利⽤料⾦収⼊の向上は、VFMの増加に貢献。

費

⽤

収

⼊ 

（従来型⼿法で実施） （採⽤⼿法で実施）

VFM

公共施設等の
運営等の費⽤

（事案により両⼿法の利⽤料⾦収⼊の差も考慮）

税⾦
調査に要する費⽤

⺠間事業者の利益及び配当 公共施設等運営権⽅式・
O⽅式特有の費⽤
（従来型⼿法には無い費⽤）

公共施設等の
運営等の費⽤

利⽤料⾦収⼊（事案による） 利⽤料⾦収⼊（事案による）
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４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（４） 簡易な検討⑧（VFM算出のステップ１） 

ステップ１ 前提条件の記⼊
○ 前提条件欄の の箇所を選択・記⼊。記⼊すべき前提条件は以下のとおり。 
○	 上記前提条件は、⺠間事業者へのヒアリングや先⾏事例を参考に記⼊することが前提。ただ
し、⼿引の規定値も活⽤が可能（上記【】内が規定値）。
項⽬ 従来型⼿法 PPP/PFI⼿法 

PPP/PFI
⼿法の類型

フローチャート等により絞り込んだPPP／PFI⼿法

整備等費⽤ 基本構想、基本計画等におい
て想定されている費⽤

従来型⼿法の費⽤に対する⼀定の削減率
【既定値は10％】

運営等費⽤ 同上 従来型⼿法の費⽤に対する⼀定の削減率
【既定値は10％。指定管理者制度は6％。】

利⽤料⾦収  
⼊

基本構想、基本計画等におい
て想定されている収⼊

従来型⼿法の収⼊に対する⼀定の増加率
【既定値は10％。指定管理者制度は2％。】

資⾦調達費  
⽤

・整備費に対する補助⾦・交
付⾦、起債、⼀般財源の割合
・起債⾦利【既定値は1 .3％】、
償還期間、償還⽅法（元利均
等、元⾦均等、期限⼀括）

・整備費に対する補助⾦・交付⾦、起債、⼀般財
源、⺠間資⾦の割合
・⺠間資⾦借⼊⾦利【既定値は公共に＋0 .5％ポイ
ント】、借⼊期間、償還⽅法（同左）

⺠間事業者
の利益

⼀定以上となるよう⾃動調整
【既定値は資本⾦1千万円に対してEIRR5%以上】

調査等費⽤ 適切な値【既定値は2,500〜6,000万円】
税⾦ 法⼈実効税率【既定値は32.11％】
運営期間 基本構想、基本計画等において想定されている期間
割引率 適切な値【既定値は2.6％】 26 



４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（４） 簡易な検討⑨（VFM算出のステップ２、３） 

ステップ２ 前提条件の決定
○

ステップ３ 調書記載内容が⾃動計算 

VFM計算 をクリック。
 

○ PPP/ＰＦＩ⼿法簡易定量評価調書に転記する内容が⾃動的に表⽰。

従来型手法 採用手法

整備等（運営等を除く。）費用 ●億円 ●億円

〈算出根拠〉

運営等費用 ●億円 ●億円

〈算出根拠〉

利用料金収入 ●億円 ●億円

〈算出根拠〉

資金調達費用 ●億円 ●億円

〈算出根拠〉

調査等費用 ― ●億円

〈算出根拠〉

税金 ― ●億円

〈算出根拠〉

税引き後損益 ― ●億円

〈算出根拠〉

合計 ●億円 ●億円

〈算出根拠〉

合計（現在価値） ●億円 ●億円

財政支出削減率 VFMは●億円、●％

その他（前提条件等） 事業期間●年間、●％ 27 



４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（４） 簡易な検討⑩（その他の方法による簡易な検討）

費⽤総額⽐較によらない簡易な検討 

○ 詳細な検討を⾏うに値するものを選別するため、PPP/PFI⼿法を評
価。
例：⺠間事業者へのヒアリングを踏まえた評価、類似事例の調査を踏まえた調査 

○ 具体的な評価⽅法については、平成28年中を⽬処に、別途策定する
「運⽤の⼿引」において解説予定。

過去の実績が乏しいこと等により、既述の費⽤総額⽐較による簡易な
検討の実施が困難な場合がある。
例：公共施設等運営権⽅式、収益施設の併設⼜は活⽤などの事業収⼊等で費⽤を回収するPFI事業 

28 



１．優先的検討指針策定の背景

２．優先的検討プロセスの全体像

３．優先的検討の指針、⼿引、ひな形について

４．優先的検討プロセスの具体的な内容
（１） 優先的検討の開始時期
（２） 対象事業
（３） 適切なPPP/PFI⼿法の選択（絞り込み）
（４） 簡易な検討
（５） 詳細な検討
（６） 評価結果の公表

５．PPP/PFI⼿法導⼊の拡⼤に資する取組

６．国によるフォローアップ、⽀援措置

７．参考資料 
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４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（５） 詳細な検討

詳細な検討の趣旨 

○ 外部コンサルタントの活⽤等により、要求⽔準、リスク分担等の幅広い観点から
従来型⼿法とPPP/PFI⼿法の費⽤総額を⽐較。 

○ 簡易な検討においてPPP/PFI⼿法導⼊が不適当とされなかった場合、コンサルタン
トへの委託費の予算要求を⾏うなどの対応。

検討項⽬ 

① 従来型⼿法及び採⽤⼿法の⻑所及び短所の整理並びに当該短所の解決策の検討 

② 採⽤⼿法を導⼊する場合の⺠間事業者に委託する業務の範囲及び要求⽔準の検討 

③ リスク分担の検討 

④ 従来型⼿法及び採⽤⼿法を導⼊した場合それぞれの費⽤総額の算出及び⽐較 

⑤ 採⽤⼿法に公共施設等運営権⽅式等の既存公共施設等に⽤いられる⼿法が含まれ
る場合にあっては、次に掲げる検討
（１） 適切な事業期間の検討
（２） 既存の公共施設等の状態に関する情報、リスク分担の検討

（開⽰できる公共施設等の情報の内容を含みます。） 

⑥ 採⽤⼿法にB TO⽅式等の設計、建設⼜は製造及び運営等を⼀括して委託する⼿法
が含まれる場合にあっては、適切な事業期間の検討 30 



１．優先的検討指針策定の背景

２．優先的検討プロセスの全体像

３．優先的検討の指針、⼿引、ひな形について

４．優先的検討プロセスの具体的な内容
（１） 優先的検討の開始時期
（２） 対象事業
（３） 適切なPPP/PFI⼿法の選択（絞り込み）
（４） 簡易な検討
（５） 詳細な検討
（６） 評価結果の公表

５．PPP/PFI⼿法導⼊の拡⼤に資する取組

６．国によるフォローアップ、⽀援措置

７．参考資料 
31 



４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（６） 評価結果の公表① 

○ PPP/PFI⼿法の導⼊が適しないと評価した場合、次の①〜③の区分それぞれで、そ
れぞれに記載されている事項をインターネット上で公表。
①－１ 費⽤総額⽐較による簡易な検討の結果の公表

公表内容 公表時期
・PPP/PFI⼿法を導⼊しないこととした旨
・当該事業の予定価格の推測につながらない事項

PPP/PFI⼿法を導⼊しないこととした
後、遅滞ない時期

・PPP/PFI⼿法簡易評価調書の内容 ⼊札⼿続の終了後等適切な時期

①－２ 費⽤総額⽐較によらない簡易な検討の結果の公表 

公表内容 公表時期
・PPP/PFI⼿法を導⼊しないこととした旨
・客観的な評価結果の内容（当該事業の予定価格の推測につなが
らないものに限る。）

PPP/PFI⼿法を導⼊しないこととした
後、遅滞ない時期

客観的な評価結果の内容（当該事業の予定価格の推測につながる
ものに限る。）

⼊札⼿続の終了後等適切な時期

② 詳細な検討の結果の公表
公表内容 公表時期

・PPP/PFI⼿法を導⼊しないこととした旨
・当該事業の予定価格の推測につながらない事項

PPP/PFI⼿法を導⼊しないこととした
後、遅滞ない時期

・PPP/PFI⼿法簡易評価調書の内容（詳細な検討を踏まえて更新
した後のもの）

⼊札⼿続の終了後等適切な時期 
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４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（６） 評価結果の公表②（費用総額比較の簡易な検討の結果公表様式①） 
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４．優先的検討プロセスの具体的な内容

（６） 評価結果の公表③（費用総額比較の簡易な検討の結果公表様式②） 
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１．優先的検討指針策定の背景

２．優先的検討プロセスの全体像

３．優先的検討の指針、⼿引、ひな形について

４．優先的検討プロセスの具体的な内容
（１） 優先的検討の開始時期
（２） 対象事業
（３） 適切なPPP/PFI⼿法の選択（絞り込み）
（４） 簡易な検討
（５） 詳細な検討
（６） 評価結果の公表

５．PPP/PFI⼿法導⼊の拡⼤に資する取組

６．国によるフォローアップ、⽀援措置

７．参考資料 
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５． PPP/PFI手法導入の拡大に資する取組

○PPP/PFI⼿法に通暁した職員の養成に努める。
○PPP/PFI⼿法の導⼊に関する住⺠及び⺠間事業者の理解、同意及び協⼒を得るための啓発活動
を⾏う。 

○地域における具体の案件形成を⽬指した取り組みを推進するため、地域における⼈材育成、連
携強化等を⾏う産官学⾦（地元⺠間事業者、地⽅公共団体、有識者、地域⾦融機関、株式会社⺠間資⾦等活⽤事業推進
機構等）で構成された地域プラットフォームを設置するよう努める。
○地域における事業機会の創出、地域資源の活⽤その他地域の活性化を図る観点から、公共施設
整備事業を実施する⺠間事業者の選定を⾏うに当たっては、事業の特性に応じ、地域の⺠間事
業者の創意⼯夫について、適切な審査及び評価を⾏うとともに、⺠間事業者の選定に際しての
評価に適切に反映させることが望ましい。

○事業の発案、基本構想・基本計画等策定段階等、事業の上流段階で、⺠間事業者からの
PPP/PFIに関する提案を積極的に求めることが望ましい。
○⺠間提案を積極的に活⽤するため、公共施設等総合管理計画の策定、固定資産台帳の整備等に
より、⺠間事業者に対して⼗分な情報開⽰を図る。
○⺠間事業者から提案があった場合は、遅滞なく的確にこれを検討。
（参考：「PFI事業⺠間提案推進マニュアル」（平成26年９⽉内閣府策定））

（１）PPP/PFI⼿法に関する職員の養成及び住⺠等に対する啓発

（２）地域における⼈材育成、連携強化及び創意⼯夫の活⽤

（３）⺠間事業者からの提案の活⽤ 

36 



１．優先的検討指針策定の背景

２．優先的検討プロセスの全体像

３．優先的検討の指針、⼿引、ひな形について

４．優先的検討プロセスの具体的な内容
（１） 優先的検討の開始時期
（２） 対象事業
（３） 適切なPPP/PFI⼿法の選択（絞り込み）
（４） 簡易な検討
（５） 詳細な検討
（６） 評価結果の公表

５．PPP/PFI⼿法導⼊の拡⼤に資する取組

６．国によるフォローアップ、⽀援措置

７．参考資料 
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・費用総額比較を自動で
計算できるワークシート
を含む「策定の手引」を
策定し、全自治体へ周知

・フォーラムにおいて説明
実施

・全国各地で説明会を実施

・優先的検討運営支援事業の実施
（自治体の庁内調整等を支援※）

・内閣府の総合窓口において規程
策定に関する問い合わせに対応

・策定状況の中間フォローアップの
実施。結果を比較可能な形で公表。

・支援事業、説明会、問い合わせ、
中間フォローアップ結果等から策
定の課題を抽出し、対応。

・策定状況の
最終フォロー
アップの実施。
結果を比較
可能な形で
公表。

平成27年度 平成28年度 上半期 平成28年度 下半期

（１） 初めてPPP／PFIに関する計画を策定する地方公共団体は、PPP／PFIに関するノウハウがなく、優
先的検討規程の策定自体が困難。

（２） 既にPPP／PFIに関する制度を有する地方公共団体でも、定性的な評価となっており、定量的評価
を求める指針と整合させることが困難。PPP／PFI事業を実施した前例がないこと、時間がかかること等
を理由に、従来型手法を採用することができなくなることについて、事業所管部局の理解が得られない
可能性がある。

１．優先的検討規程策定に係る課題と対応

課題への対応

平成28年度末

課題の再整理
課題への対応

６．国によるフォローアップ、支援措置

優先的検討規程策定に向けた取組について 

※優先的検討の対象事業となり得る事業類型について、企画部局等に対して、類例等の情報提供を実施。事業所管部局との調整の円滑化を図る。

２．規程策定の中間・最終フォローアップ

優先的検討規程の策定の有無に関
する中間・最終フォローアップの結果
については、比較可能な形でインター
ネット上で公表。

都道府県名 策定の有無

○県 ○

□県 ○

△県 ×

・・ ・

都道府県 政令市 その他

市名 策定の有無

○市 ○

□市 ○

△市 ○

・・ ・

市区名 策定の有無

○市 ○

□区 ×

△区 ○

・・ ・

中間・最終フォローアップ結果の公表のイメージ 
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・運用状況中間フォローアップの実施。結果を比較
可能な形で公表。

・中間フォローアップ結果等から課題を抽出し、対応。

・調査審議結果を踏まえて、「運用の手引」を策定、
地方公共団体等に周知。

平成28年度 上半期 平成28年度 下半期 平成28年度末

（１） 次に掲げる３要件に合致した優先的検討規程を運用することが望ましい。 
① 明確に定めた対象事業について優先的検討を行うこと 
② 客観的な基準によりPPP/PFI手法導入の適否を評価すること 
③ 評価の結果、PPP/PFI手法導入に適しないとした場合は、その評価内容を公表すること

（２） コンセッション方式や収益施設を併設・活用したPPP／PFI事業については、過去の実績が乏しいこ
と等により、費用総額の比較による評価方法が確立していないことが課題。

１．優先的検討規程運用に係る課題と対応

課題の再整理課題への対応

・民間資金等活用事業推進委員
会において、コンセッション方式
等の評価方法について調査審議。

・優先的検討運営支援事業の実
施

（自治体の庁内調整等を支援※）

課題への対応

平成29年度～

・継続的な
フォローアッ
プにより運
用状況の適
正化を図る。 

・最終フォロー
アップの実
施。結果を
公表。 

６．国によるフォローアップ、支援措置

優先的検討規程の適正な運用に向けた取組について 

※類例を交えつつ、具体の案件における簡易な検討の実施に必要な情報を提供。事業所管部局との調整の円滑化を図る。

優先的検討規程の運用
状況に関する中間・最終
フォローアップの結果につ
いては、インターネット上で
公表。

２．規程運用の中間・最終フォローアップ

中間・最終フォローアップの対象項目のイメージ

① 優先的検討規程の内容 

② 評価の結果、PPP／PFI手法導入に適しないとされた件数とその評価内容 

③ 評価の結果、導入されたPPP／PFI手法の件数
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６．国によるフォローアップ、支援措置

優先的検討に関する情報提供

○下記情報は、下記内閣府HPに掲載しておりますので、ご覧ください。
（今後も適宜コンテンツの強化を図ってまいります。）
・多様なPPP/PFI⼿法導⼊を優先的に検討するための指針
・各省各庁に対する内閣府の要請通知
・地⽅公共団体に対する内閣府及び総務省の要請通知
・PPP/PFI⼿法導⼊優先的検討規程策定の⼿引
・よくあるお問い合わせと回答 等 

⇒http://www8.cao.go.jp/pfi/yuusenkentou/shishin.html 
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６．国によるフォローアップ、支援措置

PPP/PFI推進に資する支援措置の全体像

庁内
調整

事業化
検討

ＰＦ Ｉ 手続

事業
実施

事業
構想

事業立案

事
業
の
段
階

①優先的検討運営支援
地方公共団体が行う優先的検討
について規程の策定、運営の初
期段階を支援 ②高度専門家による課題検討支援

コンセッション事業など、事業検討に
あたり法律・会計・税務・金融などの高
度な専門的知見を必要とする事業を重点
的に支援 

PPP/PFI手法導入の優先的検討 

※コンセッションなど
高度な知見を必要とするもの

想定件数：５件、支援期間：３カ月程度
募集時期：３月頃

想定件数：２～３件、支援期間：６か月程度
募集時期：３月頃

④新規案件形成支援
PPP/PFIの専門家を派遣し、
事業構想段階から具体の事業
化検討に移行できるよう支援 

⑥ワンストップ窓口

⑤ＰＰＰ/ＰＦＩ専門家派遣

想定件数：10件、支援：２～３回
募集時期：通年

③地域プラットフォーム形成支援
地域プラットフォームの設置・運
営からその後の継続的な運営体制の
構築までを総合的に支援

地元

企業

その他

地方

有識者

自治体
地域金融機関

PFI推進機構

想定件数：５件、支援期間：６か月程度
募集時期：３月頃
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①優先的検討運営支援

【支援概要】

○ 優先的検討の円滑な実施のために、以下に関
する助言と資料提供を行います。 

• 類似事業におけるＰＰＰ／ＰＦＩ導入効果及び特
徴の整理 

• 当該事業の実現性の整理 
• 事業実施に向けたスケジュール策定及び検討

項目の整理

○ 支援は内閣府が委託したコンサルタント等が
行います。

○ 上記の検討費用は内閣府が負担します。

地方公共団体における優先的検討について規程の策定を含めた運営の初期段階を支援することで、Ｐ
ＰＰ/ＰＦＩ手法による事業実施を目指す。

支援目的

【支援対象】

優先的検討を実施する具体の事業がある地方公
共団体

【応募条件】

次のいずれも満たすこと。 
• 優先的検討規程を策定済みまたは平成28年度

末までに策定予定であること。 
• 公共施設等総合管理計画を策定済みもしくはそ

れに準ずる中長期の施設整備に関する計画が
策定済みであること。

支援について① 支援について②

庁内
調整

事業化
検討

ＰＦ Ｉ 手続

事業
実施

事業立案

事
業
の
段
階

事業
構想

募集時期：３月頃
６．国によるフォローアップ、支援措置 
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②高度専門家による課題検討支援

コンセッション事業など、事業検討にあたり法律・会計・税務・金融などの高度な専門的知見を必要とす
る事業を重点的に支援

【支援対象】

公共施設等運営権（コンセッション）を設定する
場合等に、様々な法制上、収益性の評価等にお
ける、会計・税務等の高度な専門家の知見を必要
とする課題を持つ地方公共団体等

支援目的

支援について①

【支援概要】

○公共施設等運営権事業は前例が少ないため、

従来の専門家派遣や導入可能性調査と連携させ

て、課題が表面化した案件・取組について、PPP/

ＰＦＩの高度専門家の知見等を課題解決に利用

○内閣府において、支援を必要とする地方公共団

体へ法律・会計・税務・金融等の専門家チームを

派遣し、課題解決に向けたアドバイスを提供

支援について②

庁内
調整

事業化
検討

ＰＦ Ｉ 手続

事業
実施

事業立案

事
業
の
段
階

事業
構想 

※コンセッションなど高度な知見を
必要とするもののみ対象

募集時期：３月頃
６．国によるフォローアップ、支援措置 
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【地域プラットフォームとは】

地域の企業、金融機関、地方公共団体等が集まり、PPP/PFI事業の
ノウハウ取得や案件形成能力の向上を図り、官民対話を通じて
具体の案件形成を目指す取り組み

【支援対象】

地域プラットフォームの継続的な取り組み実施を通じて、多種多様な
PPP/PFI事業の形成を目指す地域

【支援概要】

地域プラットフォームの運営にあたり、内閣府委託のコンサルタントを複数回派遣し、計画・設置段階か
ら支援終了後の進め方の検討までをサポート

③地域プラットフォーム形成支援

支援の流れ

応
募
主
体

内
閣
府

応募

支援
対象

支援
対象

選定

内閣府

コンサル
タント等

支
援
対
象

支援
課題抽出

成果
内
閣
府

公表

地方公共団体の募集 支援対象の選定 支援の実施・課題抽出 成果の公表・活用

委託

地
方
公
共
団
体

地方公共団体等の経験不足やノウハウの欠如、地域企業や関係者の理解不足などの課題の解消を通
じ、地域においてPPP/PFIを推進していくため、地域プラットフォームの形成を支援します。

支援目的

地元

企業

その他

有識者

地方

自治体

地域金融機関

PFI推進機構

支援について 

44

募集時期：３月頃
６．国によるフォローアップ、支援措置 
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④新規案件形成支援 募集時期：通年

【支援概要】

○ 内閣府と契約したＰＰＰ／ＰＦＩに関する専門知
識を有するコンサルタントを２～３回程度派遣

○ 事業化検討段階への移行に向けた助言と以下
の資料整理を主に行う。 

• 事業スキームの概要（類似事例の事業形態及
び事業手法の整理） 

• ＶＦＭ発現の可能性 
• 事業化検討の実施適否 

※ 導入可能性調査を行うものではありません。

○ 派遣費用（上記の検討経費、旅費）は内閣府が
負担します。

ＰＰＰ/ＰＦＩ事業について事業構想段階から具体の事業化検討に円滑かつ速やかに移行できるよう地方
公共団体を支援

支援目的

【支援対象】

公共施設等の整備等に関するＰＰＰ／ＰＦＩ事業に
ついて検討を進め、基本計画相当の具体的な事業
構想を持つ地方公共団体等

【支援までの流れ】

支援について① 支援について②

地方公共
団体等

内閣府
ＰＦＩ推進室

①申込み

③依頼④派遣

コンサルタント

②ヒアリング

庁内
調整

事業化
検討

ＰＦ Ｉ 手続

事業
実施

事業立案

事
業
の
段
階

事業
構想

６．国によるフォローアップ、支援措置 
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ＰＰＰ／ＰＦＩ専門家派遣

【概要】 
○ １回につき半日程度で派遣（複数回の派遣も可能） 
○ 専門的な立場からアドバイス、講演、質疑応答を実施 
○ 派遣費用（謝金、旅費）は全額、内閣府が負担 
○ 派遣後も内閣府職員が引き続き、取り組みをサポート

【主な内容】 
○ ＰＰＰ／ＰＦＩ事業手法や事例紹介 
○ ＰＰＰ／ＰＦＩ事業を進める上での課題、留意点 
○ 実際の作業スケジュール、庁内体制

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に取り組む地方公共団体等を支援するため、
専門的知見、ノウハウ、経験を持つ専門家を派遣する制度

⑤専門家派遣、⑥ワンストップ窓口

ワンストップ窓口

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の実務に関する質問、問合わせに
ワンストップで対応

【概要】 
○ 行政、金融、法律、会計、コンサルタントなど各

分野の専門家の意見を聴取し、内閣府が一元
的に回答 

○ H26年度実績 250件

【主な内容】 
○ ＰＦＩ法の考え方 
○ ＰＦＩ法と他法令の関係 
○ 事例紹介

募集時期：通年
６．国によるフォローアップ、支援措置 

【派遣のしくみ】 【調整のしくみ】

③派遣 ②依頼

地方公共
団体等

内閣府
ＰＦＩ推進室

専門家
①問合せ ③回答

②調整

①申込み 金
融

関
係
省
庁

内閣府ＰＦＩ推進室

地方公共団体等

会
計

法
律

コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト

内閣府 ＰＦＩ推進室 専門家派遣、ワンストップ窓口係

電話：03-6257-1655 ＦＡＸ：03-3581-9682 46 



情報提供

●マニュアル・先行事例集

●ＰＦＩ事業導入の手引き ●地方公共団体向けデータベース

ＰＰＰ／ＰＦＩの導入に向けた参考資料として、先行事例集や手引き
などの情報提供を実施。

詳細については下記を御参照ください
●マニュアル・先行事例集： http://www8.cao.go.jp/pfi/practice.html

６．国によるフォローアップ、支援措置 

●ＰＦＩ事業導入の手引き： http://www8.cao.go.jp/pfi/tebiki/index.html
●地方公共団体向けデータベース： http://www8.cao.go.jp/pfi/database.html 47 
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１．優先的検討指針策定の背景

２．優先的検討プロセスの全体像

３．優先的検討の指針、⼿引、ひな形について

４．優先的検討プロセスの具体的な内容
（１） 優先的検討の開始時期
（２） 対象事業
（３） 適切なPPP/PFI⼿法の選択（絞り込み）
（４） 簡易な検討
（５） 詳細な検討
（６） 評価結果の公表

５．PPP/PFI⼿法導⼊の拡⼤に資する取組

６．国によるフォローアップ、⽀援措置

７．参考資料 
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７．参考資料

よくあるお問い合わせと回答① 

A1 公共施設等の整備等に当たり、貴重な税⾦を効率的かつ効果的に使⽤することは、国のみならず地⽅公
共団体等においても⼤きな課題となっていることから、公共施設等の整備等に当たっては、まずは
PPP/PFI⼿法の導⼊が適切かどうかを優先的に検討するよう要請を⾏ったものです。
通知内容の詳細は下記内閣府HPをご覧ください。 
http://www8.cao.go.jp/pfi/yuusenkentou/shishin.html 

Q1 優先検討を求める通知（平成2 7年 12⽉17⽇付府政経シ第8 86号総⾏地第15 4号）は地⽅公共団体に対
する義務付けにあたるのでしょうか。

A2 ⼈⼝20万⼈以上の地⽅公共団体以外の地⽅公共団体についても、１の回答に記載した重要性が変わるこ
とはありません。しかし、まずは⼈⼝規模が⼤きく、PP P/PFI⼿法の導⼊が期待できる事業がより多く考
えられる地⽅公共団体に対して要請したところです。
したがって、指針の２に記載のとおり、⼈⼝20万⼈以上の地⽅公共団体以外の地⽅公共団体であって

も同様の取組を⾏うことが望ましいものです。 

Q2 優先的検討規程の策定が求められる地⽅公共団体は、⼈⼝2 0万⼈以上の地⽅公共団体でしょうか。そ
れ以外の地⽅公共団体は優先的検討規程を策定することは求められないという理解でよろしいでしょう
か。 

A3 御指摘の⼀部事務組合や広域連合は、２の回答の「⼈⼝2 0万⼈以上の地⽅公共団体以外の地⽅公共団
体」に含まれます。なお、「⼈⼝20万⼈以上の地⽅公共団体」は普通地⽅公共団体及び特別区の18 1団
体を想定しています（平成27年1⽉1⽇住⺠基本台帳）。 

Q3 例えば、⼈⼝12万⼈のA市と⼈⼝1 5万⼈のB市が設⽴した⼀部事務組合や広域連合は「⼈⼝2 0万⼈以
上の地⽅公共団体」に含まれるのでしょうか。
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A5 所管元の地⽅公共団体と同列の取扱です。具体的には、⼈⼝2 0万⼈以上の地⽅公共団体が所管する公
共法⼈は優先的検討規程の策定が求められる、これ以外の地⽅公共団体が所管する公共法⼈は同様の取
組を⾏うことが望ましいと考えます。 

７．参考資料

よくあるお問い合わせと回答②

A4 PFI法第２条第３項第３号に規定する公共法⼈です。具体的には、公共施設等の整備等を⾏う次に掲げる
法⼈です。 
① 独⽴⾏政法⼈ 
② 特殊法⼈ 
③ 市街地再開発事業、⼟地区画整理事業その他の市街地開発事業を施⾏する組合 
④ 法⼈税法第２条第５号に掲げる公共法⼈（地⽅住宅供給公社、地⽅道路公社、地⽅独⽴⾏政法⼈等
が含まれます。）
なお、独⽴⾏政法⼈及び特殊法⼈は、下記総務省HPにおいて⼀覧となっておりますのでご参照ください。 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000408998.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000411477.pdf 

Q4 公共法⼈の定義を教えて下さい。 

Q5 例えば、⼈⼝20万⼈以上の地⽅公共団体以外の地⽅公共団体が所管する公社等は、対象とならないと
いう理解で良いでしょうか。 

A6 次に掲げる事項のいずれにも該当する公共法⼈に対しては、要請をしないこととすることが可能です。 
① 現に⾏っている事業（執務室の維持管理等）が、本指針の対象事業基準のうち、事業費基準（指針３
⼆イの事業費基準をいう。）を満たさないことが明らかであること
② 今後、新たに公共施設等の整備等（新たな事務庁舎の建設等）を⾏う予定がないこと
ただし、そのような公共法⼈であっても、今後、①⼜は②の要件に合致することとなる場合も考えら

れるため、本指針が策定された旨の情報提供は⾏っていただきますようよろしくお願いいたします。 

Q6 所管公共法⼈が貸しビルに⼊居して執務を⾏っており、当該貸しビルの専⽤部分の維持管理しか⾏って
いないところですが、このような公共法⼈においても、優先的検討規程を策定する必要があるのでしょ
うか。 
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７．参考資料

よくあるお問い合わせと回答③ 

A7 PFI法第２条第１項に規定する公共施設等です。例えば、空港、上下⽔道等の利⽤料⾦が発⽣する施設
や庁舎、宿舎、公営住宅、学校等を含みます。 

Q7 本指針の対象施設を教えて下さい。

A8 PFIのほか、包括的⺠間委託、指定管理者制度、公的不動産の利活⽤、DBO等が含まれます。 

Q8 PPPにはどのような⼿法が含まれるでしょうか。 

A9 指針の３⼆ロに⽰しているとおり、事業の特殊性によって当該事業費基準を上下することが可能です。 

Q9 優先的検討規程において、本指針における対象事業の事業費基準を変えることは可能でしょうか。 
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A10 本指針の趣旨を踏まえた制度を既に有している地⽅公共団体は、新たに優先的検討規程を策定する必
要はございません。具体的には、 
① 明確に定めた対象事業について優先的検討を⾏うこと 
② 客観的な基準によりPPP/PFI⼿法導⼊の適否を評価すること
③ 評価の結果、PPP/PFI⼿法導⼊に適しないとした場合は、その評価内容を公表すること
等を含む制度を有している場合には、本指針の趣旨を踏まえたものと考えることができます。 

Q10 既に類似の制度を有している地⽅公共団体においては、本指針に基づき、新たに優先的検討規程を策
定する必要があるのでしょうか。



７．参考資料

よくあるお問い合わせと回答④ 

A11 いずれでも構いません。 

Q11 優先的検討規程は地⽅公共団体毎に１本策定すれば⾜りるのでしょうか。それとも事業所管部局毎に
策定する必要があるのでしょうか。 

A12 平成28年度中を⽬途に、優先的検討規程運⽤の参考となる⼿引きを作成する予定です。 

Q12 指針の運⽤に際して参考となる⼿引きを作成するとのことですが、いつごろに作成される予定でしょ
うか。 

A13 下記内閣府HPにおいて公表しております。 
http://www8.cao.go.jp/pfi/yuusenkentou/shishin.html 

Q13 優先的検討規程のひな形を作成する予定はあるでしょうか。 

A14 各省各庁が所管する公共施設整備事業特有の対象事業の考え⽅等、優先的検討規程策定の参考となる
事項がガイドラインに記載されると想定しています。 

Q14 各省各庁から⽰されるガイドラインとは、どのような内容が盛り込まれる予定でしょうか。 

A15 毎年度、優先的検討規程の策定状況、PPP/PFI⼿法の導⼊状況等についてフォローアップを実施し、
地⽅公共団体等の皆様の参考のために、その結果を公表する予定です。 

Q15 優先的検討規程の策定状況は国のフォローアップの対象となりますか。 
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７．参考資料

公共法人① 

出典：総務省ＨＰ http://www.soumu.go.jp/main_content/000408998.pdf 53
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７．参考資料

公共法人② 

出典：総務省ＨＰ http://www.soumu.go.jp/main_content/000411477.pdf 54

http://www.soumu.go.jp/main_content/000411477.pdf


７．参考資料

公共法人③
○法⼈税法（昭和40年法律第34号）（抄）

第四条

２ 公共法⼈は、前項の規定にかかわらず、法⼈税を納める義務がない。

別表第⼀ 公共法⼈の表（第⼆条関係）

名称 根拠法
沖縄振興開発⾦融公庫 沖縄振興開発⾦融公庫法（昭和四⼗七年法律第三⼗⼀号）
株式会社国際協⼒銀⾏ 会社法及び株式会社国際協⼒銀⾏法（平成⼆⼗三年法律第三⼗九号）
株式会社⽇本政策⾦融公庫 会社法及び株式会社⽇本政策⾦融公庫法（平成⼗九年法律第五⼗七号）
港務局 港湾法
国⽴⼤学法⼈ 国⽴⼤学法⼈（平成⼗五年法律第百⼗⼆号）
社会保険診療報酬⽀払基⾦ 社会保険診療報酬⽀払基⾦法（昭和⼆⼗三年法律第百⼆⼗九号）
⽔害予防組合 ⽔害予防組合法（明治四⼗⼀年法律第五⼗号）
⽔害予防組合連合
⼤学共同利⽤機関法⼈ 国⽴⼤学法⼈法
地⽅公共団体 地⽅⾃治法（昭和⼆⼗⼆年法律第六⼗七号）
地⽅公共団体⾦融機構 地⽅公共団体⾦融機構法（平成⼗九年法律第六⼗四号）
地⽅公共団体情報システム機構 地⽅公共団体情報システム機構法（平成⼆⼗五年法律第⼆⼗九号）
地⽅住宅供給公社 地⽅住宅供給公社法（昭和四⼗年法律第百⼆⼗四号）
地⽅道路公社 地⽅道路公社法（昭和四⼗五年法律第⼋⼗⼆号）
地⽅独⽴⾏政法⼈ 地⽅独⽴⾏政法⼈法（平成⼗五年法律第百⼗⼋号）
独⽴⾏政法⼈（その資本⾦の額若しくは出資の⾦
額の全部が国若しくは地⽅公共団体の所有に属し
ているもの⼜はこれに類するものとして、財務⼤
⾂が指定をしたものに限る。）

独⽴⾏政法⼈通則法（平成⼗⼀年法律第百三号）及び同法第⼀条第⼀項（⽬
的等）に規定する個別法

⼟地開発公社 公有地の拡⼤の推進に関する法律（昭和四⼗七年法律第六⼗六号）
⼟地改良区 ⼟地改良法（昭和⼆⼗四年法律第百九⼗五号）
⼟地改良区連合
⼟地区画整理組合 ⼟地区画整理法（昭和⼆⼗九年法律第百⼗九号）
⽇本下⽔道事業団 ⽇本下⽔道事業団法（昭和四⼗七年法律第四⼗⼀号）
⽇本司法⽀援センター 総合法律⽀援法（平成⼗六年法律第七⼗四号）
⽇本中央競⾺会 ⽇本中央競⾺会法（昭和⼆⼗九年法律第⼆百五号）
⽇本年⾦機構 ⽇本年⾦機構法（平成⼗九年法律第百九号）
⽇本放送協会 放送法（昭和⼆⼗五年法律第百三⼗⼆号） 55 



内閣府 ⺠間資⾦等活⽤事業推進室 （PFI推進室）


〒100-8914
東京都千代⽥区永⽥町1-6-1 中央合同庁舎中央合同庁舎第8号館14階

TEL：03-6257-1654
FAX：03-3581-9682
URL：http://www8.cao.go.jp/pfi/ 
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